
１　補正予算額

(１)　一般会計

計　　上　　額 489億 6,653万円

うち 令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨への対応
125億 2,906万円

補 正 後 累 計 9,378億 7,653万円

うち 令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨への対応
2,911億 7,777万円

（参考）令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨への対応の累計

１兆3,503億 1,744万円

（補正内訳）

・ 投資的経費 310億 7,504万円

うち 地震・豪雨分 15億 2,647万円

・ 一般行政経費 178億 9,149万円

うち 地震・豪雨分 110億 259万円

（充当財源）

・ 地方交付税 34億円

・ 国庫支出金 94億 289万円

・ 県債 163億 8,100万円

・ 財政調整基金 58億円

・ その他 139億 8,264万円

うち 環境保全基金 91億 9,081万円
うち 能登復興応援基金 10億 2,933万円
うち 能登半島地震復興基金 7,210万円

債務負担行為 62億 4,650万円

(2)　特別会計

計　　上　　額 23億 2,000万円

・ 港湾整備特別会計 3億円

・ 水道用水供給事業会計 20億 2,000万円

   他に債務負担行為 20億円

令和8年5月22日

令和8年度6月補正予算概要
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2　 事業内容 （　　）書きは、６月補正後累計

Ⅰ 令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨への対応

1 暮らしとコミュニティの再建

・ 恒久的な住まいの確保

（復興公営住宅等への入居者に対する支援）

－ 家賃無償化（３年間）の対象拡大【復興基金（県）】 2,260万円

－ 既存公営住宅での住まい再建支援 【復興基金（県）】 1,500万円

みなし仮設住宅等から既存公営住宅に入居する際の風呂設備の導入支援

（最大50万円） 

（自宅再建への支援）

－ 住宅再建の後押し【復興基金（県）】 800万円

－ 住宅工事の加速化・価格高騰の軽減 【復興基金（県）】 2,500万円

建設型応急仮設住宅の空き住戸を住宅工事従事者の宿泊場所として無償提供

－ 中古住宅の流通活性化【復興支援交付金】 5,000万円

修繕費や家財整理費に対する支援（最大100万円）

（宅地の境界復元）

－ 側方流動の被害を受けた宅地の境界復元の促進【復興基金(県)・復興支援交付金】

　 4億2,150万円

2 能登の特色ある生業（なりわい）の再建

・ 中小企業等への支援

－ 被災事業者向け資金繰り支援 3,600万円

（１億円 → 1.6億円）

－ 市町や経済団体等からなる地域経済の再建に向けた取組支援 500万円

「能登経済復興広域連携協議会」が実施する創業塾等への支援

・ 農林漁業者への支援

－ 奥能登営農復旧・復興センターの体制・機能強化【復興支援交付金含む】  1億6,780万円

－ トキ認証米のブランド化の推進【復興支援交付金】 5,000万円

－ 水産業共同利用施設の復旧 2億5,200万円

（負担率：国1/2、県1/10→2/10、市町1/10→2/10、県漁協3/10→1/10）
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・ 能登への誘客促進による観光産業の再建

－ 「旅して応援、能登」をＰＲフレーズとした誘客促進【復興支援交付金含む】

8億7,000万円

団体旅行応援事業の延長（9月～3月）、

個人旅行者の誘客に向けた小規模な宿泊・観光事業者の情報発信など

－ 「のと里山ポケモン・ウィズ・ユー空港」開港（７月７日）に伴う誘客促進　     　5,800万円

新たな愛称を活用したプロモーションの強化、

ポケモンスポットを巡る「ポケモンのとめぐりバス」の運行など

－ 能登への宿泊業の誘致

宿泊施設の整備に対する補助制度の創設（最大５億円）

－ 地域の魅力を活かしたオーベルジュの創出 600万円

専門のコーディネーターによる構想から開業までのワンストップ支援体制の構築

－ のとじま水族館の魅力アップ 800万円

3 誰もが安全・安心に暮らし、学ぶことができる環境・地域づくり

・  福祉・医療体制の充実

－ 被災地における介護人材の確保・定着【復興支援交付金】 500万円

能登で新規就業する介護人材に対する支援金制度の創設（最大30万円）

－ 1億2,104万円

－ 医療機関の事業承継への支援 3,397万円

承継する医療機関の施設・設備整備等への助成

－ 災害時における歯科保健医療の体制強化 7,750万円

巡回診療を行うための診療機材等の導入支援

・ 学びの環境の充実

－ 東京国立博物館と連携した能登復興支援【復興支援交付金】 100万円

能登での親子向けワークショップの開催

－ 輪島塗「漆芸の聖地プロジェクト」の推進【復興支援交付金】 1,000万円

4 教訓を踏まえた災害に強い地域づくり

・ 災害対応力の基盤強化

－ 初動対応の迅速化のための実動機関との連携強化 100万円

知事と自衛隊・警察・消防等のトップとの連絡協議会の設置

－ 災害支援物資の備蓄・輸送体制の強化 400万円

市町や物流事業者とともに平時を含めた備蓄のあり方や配送方法などを検討

－ 脱炭素先行地域の取り組みによる災害レジリエンスの強化 1億650万円

能登の道の駅のグリーンステーション化の推進、

・ 公共施設等の復旧・強靱化

－ 県立学校体育館への空調設備の計画的な整備 債務負担行為 24億7,700万円

避難所としての環境改善と授業・部活動における熱中症対策

（R10年度末までに全校完了）
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－ 県立学校の災害レジリエンス強化 1,800万円

太陽光発電設備・蓄電池の導入に向けた可能性調査（９校）

－ 能登半島絶景海道の整備 6億1,440万円

( 15億8,528万円 )

復旧工事にあわせた路肩拡幅

－ 緊急輸送道路等の整備 債務を含め 89億9,685万円

（債務を含め 233億1,954万円 )

のと里山海道４車線化

（柳田IC～上棚矢駄IC間、上棚矢駄IC～徳田大津JCT間）、

金沢外環状道路 海側幹線（金沢市大河端町～福久町間）、

加賀海浜産業道路（白山市松本町～川北町橘間、小松市城南町～村松町間

－ 被災道路の除雪業務の効率化・省力化 3,200万円

－ 七尾港の機能強化 1,800万円

－ 債務を含め 5億円

－ 輪島港の機能強化 3,000万円

－ 県水送水管の耐震化（２系統化）の促進 債務を含め 40億円

（債務を含め 100億円 )

－ 砂防地すべり・急傾斜地崩壊対策の促進 5億518万円

( 22億5,017万円 )

珠洲市川浦町など

・ 災害廃棄物の処理促進

－ 災害廃棄物処理に係る市町の財政負担軽減 91億3,804万円

国庫補助金を積み立てた環境保全基金から市町へ補助

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部2月1次補正）（市町負担：2.5％→最小約0.3％）

・ 風化防止と後世への伝承

－ 震災を伝承する拠点施設のあり方の検討 400万円

有識者・市町等からなる検討会の開催

－ 震災の教訓を踏まえた取組と復旧・復興状況の全国への発信 200万円

防災推進国民大会（ぼうさいこくたい）への出展（鳥取県、10月）

－ 東京国立博物館と連携した能登復興支援【復興支援交付金】（一部再掲）　 　　　400万円

東京国立博物館での能登の文化・工芸の発信など

5 創造的復興リーディングプロジェクトの推進

－ 能登半島絶景海道の魅力向上 2,000万円

－ 自立分散型のオフグリッド集落の整備【復興支援交付金】 500万円

能登のモデル集落への支援、普及啓発セミナーの開催 

－ 奥能登版デジタルライフラインの推進【復興支援交付金】 2億150万円
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－ 輪島塗「漆芸の聖地プロジェクト」の推進（一部再掲） 2,000万円

海外展開を見据えた市場調査・勉強会の実施

－ トキ認証米のブランド化の推進【復興支援交付金】（再掲）

Ⅱ 成長戦略の実現に向けた諸施策

○ 人口減少対策の推進

・ 自然減対策

－ 結婚を希望する若者に対する出会いの機会の提供 1,100万円

（計200人程度、県外からの参加者には交通費助成）

－ プレコンセプションケア（性や健康に関する正しい知識に基づく健康管理）の推進

100万円

県立高校での医師によるオンライン相談の実施（10校）

－ こども医療費助成制度の拡充（Ｒ９年度予定）

（就学前まで→小学６年生まで）

・ 社会減対策

－ 移住・定住の促進 500万円

（月１回→週１回）、

－ 女性の更なる活躍の推進 200万円

－ 性別によるアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の解消の促進　　  　1,000万円

企業、家庭、地域での理解に向けた普及啓発の実施など

－ 外国人材の確保 800万円

県内企業とのオンライン交流会の開催

－ 外国人のための生活・就労相談体制の強化（国際交流センター） 400万円

－ 「Back to ISHIKAWA／Stay ISHIKAWA」プロジェクトの推進　　 　　　　　500万円

・ 全庁一丸での更なる対策の検討 2,500万円

を踏まえた「いしかわ創生人口ビジョン」の改定、

1 新たな時代を捉えて飛躍・成長する産業づくり

－ 持続的な賃上げに向けた事業者への緊急支援 58億円

申請数の増加に対応した追加予算の確保（予算想定300件→申請数1,621件）

（R7第1次2月補正予算9億円を含め総額67億円）

－ 国の「地域未来戦略」に呼応した「石川県地域産業クラスター計画（仮称）」の策定

2,000万円
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・ 産業のＤＸ推進

－ フィジカルAI活用ものづくり拠点の整備（工業試験場内） 7,000万円

県内企業における導入・活用に向けた機器の整備や産学官による研究会の設立

・ 産業のＧＸ推進

－ 民間企業主導の水素ステーション整備の促進 1億5,000万円

－ 事業者の脱炭素化の推進 1,200万円

・ 産業を支える人材の確保・育成

－ 「Back to ISHIKAWA／Stay ISHIKAWA」プロジェクトの推進（再掲）

－ 外国人材の確保（再掲）

－ 外国人のための生活・就労相談体制の強化（国際交流センター）（一部再掲） 　　600万円

－ カスタマーハラスメントの防止 300万円

・ 新事業・新産業の創出

－ 県内企業のイノベーション促進とスタートアップの育成 1,000万円

・ 国内外への販路拡大・魅力発信

－ いしかわの食品・農林水産物・伝統的工芸品の輸出強化 1,450万円

・ 戦略的な企業誘致の推進

－ 企業立地補助制度による企業進出や増設の支援 3億8,063万円

2 収益力の高い農林水産業と次世代につなぐ農山漁村づくり

・ 農業生産構造の強化

－ いしかわ里山みらいファンドの創設（総額380億円） 107億円

農業参入支援ファンド（200億円）・里山振興ファンド（180億円）の

統合・リニューアル

（担い手農家の規模拡大への支援）

　 中小規模農家の規模拡大に対する支援　

　　　 法人要件の撤廃・面積要件の緩和により中小規模農家を支援対象に追加、

　　   補助単価倍増（米：50万円→100万円、野菜：150万円→300万円など）

　 スマート農業機械の導入に対する支援、

（農村集落の維持・活性化への支援）

　 営農継続に向けた集落ぐるみの合意形成・共同活動への支援、

　 新たな担い手となり得る外部人材の受入環境整備への支援、

　 地域資源の保全に向けたクラウドファンディング等への支援、

　 地域の食材を活かしたレストラン・宿泊施設等の整備支援など

－ 地域の魅力を活かしたオーベルジュの創出（再掲）
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・ 農地集積・集約や農地整備による生産基盤の強化

－ 圃場整備の推進による生産基盤の強化 7億5,062万円

(債務を含め 36億849万円 )

輪島市寺地地区など

－ 用排水設備等の整備促進 債務を含め 8億7,074万円

（債務を含め 30億2,131万円 )

能美市佐野地区など

－ 河北潟周辺地区排水機場等の改修 7億5,873万円

( 13億3,210万円 )

・ 農林水産物のブランド化の更なる推進

－ 2027年国際園芸博覧会（横浜）への出展に向けた準備

債務を含め 1,100万円

・ 持続性のある水産業の実現

－ 「いしかわ水産振興ビジョン（仮称）」の策定 150万円

－ 漁業取締船「ほうだつ」の更新（実施設計） 820万円

3 個性と魅力にあふれる交流盛んな地域づくり

・ 選ばれ続ける観光地としてのブランド力の強化

－ 新たな観光プランの策定　 500万円

昨今の課題や新たな視点を盛り込んだプランの策定に向けた調査・検討

－ デジタルマーケティングを活用した観光情報の発信 5,290万円

－ いしかわ観光創造塾のリニューアル 500万円

追加や現地研修の実施など

－ ニーズ変化や新たな課題に対応した観光コンテンツの開発促進 1,200万円

・ 海外誘客の推進

－ アジアからの誘客強化 3,350万円

インフルエンサーの招聘による情報発信（15人→30人）、

－ 観光事業者のインバウンド対応力の強化　 500万円

受入体制や情報発信力等の強化に向けた専門家による助言・相談など

・ 個性と厚みのある文化の創造と発展

－ 無形文化財登録を契機とした加賀料理の保存・活用に向けた支援 1,200万円

加賀料理を組み込んだ旅行商品の造成支援

－ 京都府「寛永行幸四百年祭」と連携した本県文化の魅力発信 200万円

京都・大阪（HOKURIKU+）でのＰＲ、ワークショップの開催など

－ 尾小屋鉱山資料館のリニューアル（基本計画） 300万円

・ スポーツを通じた活力の創造

－ 石川ユナイテッドと連携した地域貢献活動の推進 300万円

チーム同士が連携して取り組む地域貢献活動への支援
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・ 交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤の更なる充実

－ ナショナルサイクルルート指定を見据えた環境整備 1億8,000万円

－ 小松・札幌便の２便体制定着に向けた利用促進 500万円

－ 小松・ソウル便のデイリー化定着に向けた利用促進 1,000万円

－ 小松空港の機能強化・活性化 3,300万円

－ のと里山空港の利用促進（再掲）

－ 金沢港の機能強化

( 4億1,830万円 )

( 6億5,300万円 )

金沢港クルーズターミナルでの電動モビリティ導入実証事業の実施

3,000万円

3億円

・ 個性豊かな地域づくり

－ 兼六園等の価値保全・魅力向上 1,000万円

「兼六園等の未来に向けたあるべき姿検討委員会（仮称）」の設置

－ 西部緑地公園の再整備 債務を含め 1億5,300万円

－ 800万円

－ 市街地再開発事業への支援 1億8,900万円

－ 木場潟公園東園地の整備 1,200万円

( 2億3,457万円 )

－ ＩＲいしかわ鉄道加賀笠間駅の自由通路整備への支援 8,800万円

－ 無電柱化を核とした街なみ景観形成（一部再掲） 5億232万円

（債務を含め 24億7,227万円 ）

－ 県民フォーラム（仮称）への開催支援（県内３カ所） 900万円

加賀・能登・金沢が抱える課題や将来ビジョンについて県民の声を聞き、

本県の将来を考える民間イベント開催への助成
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4 石川の未来を切り拓く人づくり

－ 公立高校等教育改革の推進 1,500万円

－

－ ふるさと教育の充実 200万円

－ 私立高等学校の経常費助成の拡充 1億3,800万円

( 33億1,067万円 )

5 温もりのある社会づくり

・ 安心してこどもを生み育てることができる環境の充実

－ 東京大学と連携した幼児教育・保育の質の向上 250万円

－ 結婚を希望する若者に対する出会いの機会の提供（再掲）

・ 生涯健康で安心して暮らせる社会づくり

－ 訪問介護等のサービス提供体制の確保 1,682万円

経験豊富なヘルパーによる新人ヘルパーへの同行支援など

－ 外国人介護人材の受入促進 900万円

を活用した海外現地視察からマッチングまでの一貫支援

－ 被災地における介護人材の確保・定着【復興支援交付金】（再掲）

・ 全ての県民への必要な医療の提供

－ 医療機関の事業承継への支援（再掲）

－ プレコンセプションケア（性や健康に関する正しい知識に基づく健康管理）の推進（再掲）

・ 誰もが心豊かに安心して暮らせる多様性を認め合う社会づくり

－ 外国人のための生活・就労相談体制の強化（国際交流センター）（再掲）

・ 男女が共に活躍できる社会の実現

－ 女性の更なる活躍の推進（再掲）

－ 性別によるアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の解消の促進（再掲）

6 安全・安心かつ持続可能な地域づくり

・ 災害に負けない強靱な県土づくり

－ 白山市河合町地内で発生した地すべりへの対応 3億円

応急工事、観測機器の設置、本復旧工事の工法の検討

－ 県管理道路を横断する素掘り暗渠への対応 10億円

県道二俣古屋谷線の道路崩壊の応急復旧工事、

緊急点検により新たに発見された箇所の対策工事など

－ 通学路等の除雪体制の強化 5,500万円

市町・地元町会等に貸し出す歩道除雪機を増強（48台→73台）

－ 抜本的な治水対策である河川改修等の促進 4億8,903万円

（債務を含め 72億5,496万円 )

若山川、御祓川、米町川、森下川、犀川、鍋谷川、前川、動橋川など
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－ 海岸侵食対策の促進 1億1,907万円

( 6億6,021万円 )

増穂浦海岸、七塚海岸など

－ 農業用施設の防災対策の促進 6億1,216万円

(債務を含め 26億3,566万円 )

津幡町吉倉地区、白山市郷用水地区など

－ 治山対策、森林整備の促進 6億1,101万円

( 19億5,321万円 )

羽咋市千里浜地区、金沢市熊走地区など

－ 緊急輸送道路等の整備（再掲）

－ 県水送水管の耐震化（２系統化）の促進（再掲）

・ 犯罪のないまちづくりの推進

－ 警察施設の整備 債務を含め 1億176万円

・ 持続可能な循環型社会づくり

－ 家庭における脱炭素化の取り組みの推進 2,450万円

－ ZEH等の普及促進 1,875万円

－ 住宅向け再生可能エネルギーの導入促進 1億5,062万円

－ 農地における再生可能エネルギー導入モデルの確立 2,440万円

小水力・太陽光・小型風力発電の可能性調査

－ 県庁における温室効果ガス排出削減の加速化 4,000万円

－ プラスチック資源循環の推進 350万円

－ 食品ロス削減の推進 700万円

－ 脱炭素先行地域の取り組みによる災害レジリエンスの強化（再掲）

－ 県立学校の災害レジリエンス強化（再掲）

－ 自立分散型のオフグリッド集落の整備【復興支援交付金】（再掲）

－ 事業者の脱炭素化の推進（再掲）

・ 自然と人とが共生できる社会づくり

－ 白山の魅力向上・発信の強化 150万円

－ 生物多様性保全の推進 250万円
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－ 動物愛護の推進 500万円

不妊去勢手術費用への助成など

7 デジタル活用の推進

・  県民サービスの向上 

－ 窓口でのキャッシュレス化の推進 4,100万円

追加整備

・ DXを活用した県庁の業務改善・効率化 

－ DXによる先進的な取り組みへのチャレンジ促進 2,000万円

職員によるDX提案の事業化に向けた試行・実証

－ 汎用統合型ＧＩＳ（地理情報システム）の構築　 2,350万円

庁内の地理情報システムの統合に向けた基盤の整備

－ 県庁職員が使用する情報ツールの機能強化 2億3,700万円

・  DXを活用した市町業務の効率化 

－ 市町の負担軽減に向けた業務改革（ＢＰＲ）の支援 3,500万円

Ⅲ 中東情勢を踏まえた緊急支援

－ 経営の安心に向けた資金繰り支援 融資枠　100億円

中東情勢対応緊急特別融資制度の創設(利率1.55％（既存制度△0.1％））、

小規模事業者向けの小口零細融資制度（中東情勢対応分）の創設

（利率1.55％、全額公的保証により資金調達を下支え）

－ 中東情勢への対応に向けた情報提供 100万円

最新の情報を提供するセミナー、個別相談会の開催

－ 相談体制の強化 1,000万円

専門家派遣の充実（派遣回数上限なし、派遣枠３００回追加）

－ 被災事業者向け資金繰り支援（再掲）
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